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1. はじめに 

2024年 1月 1日に令和 6年能登半島地震が発生

したが、読売新聞（2024）によると、応急仮設住

宅の建設遅れが大きな課題となり、仮設住宅の供

給が需要に追い付かない状況が報じられた。被害

が大きかった奥能登地域の人口は約 5～6 万人で

ありながら、地理的要因などにより仮設住宅の建

設用地の選定に困難を極めた。 

このような状況から、約 143 万人の人口を抱え

る京都市において、大規模災害が発生した場合、

同様の課題がより深刻化を増すと考えられる。 

京都市住宅審議会（2020）によると、京都市で

は花折断層地震の際に応急仮設住宅の必要戸数は、

公営住宅等を除いた約 30,000 戸が想定されてい

る。 

京都市では賃貸型や建設型の応急仮設住宅の提

供を想定しているが、建設型応急仮設住宅の建設

予定地となる公園や広場などのオープンスペース

は、災害対応の段階に応じて、避難所、救援拠点、

資材拠点、瓦礫仮置場など多目的に利用されるた

め、応急仮設住宅の早期建設は困難を極めること

が容易に想定される。 

また、京都市住宅審議会(2020)が実施した、公

用地を対象にした建設型応急仮設住宅の供給シミ

ュレーションの結果によると、確保可能な用地が

約 10,000戸分にとどまり、不足分である約 20,000

戸を賃貸型及び建設型応急仮設住宅によって賄う

必要がある。 

令和 6年能登半島地震被災地では仮設住宅の建

設が進む中、同年 9月に奥能登豪雨が発生し、応

急仮設住宅が浸水する事例が確認された（読売新

聞，2024）。床上浸水した仮設住宅の多くは災害リ

スクのある区域に位置していた。この背景には、

山間部が多い奥能登地域において仮設住宅を建設

できる適地が限られており、災害リスクのある区

域内に整備せざるを得ない現状があった。 

これらを踏まえ、平時からの安全かつ生活再建

に適した立地を、想定される必要戸数に応じて確

保することが求められる。 

本研究では、仮設住宅の必要戸数に対する候補

地の充足状況、候補地の立地における災害リスク

状況を明らかにし、京都市における建設型応急仮

設住宅の立地のあり方について提言を行う。 

 

２．調査方法 

 

本研究では、京都市における応急仮設住宅の必要

戸数がどの程度足りないかを明らかにするととも

に、各自治体が定めている応急仮設住宅建設候補

地が災害リスクに対して安全な場所に立地されて

いるかどうか検証を行う。応急仮設住宅の必要戸

数は、過去の災害（阪神淡路大震災、東日本大震

災、平成 28年熊本地震、令和 6年能登半島地震）

における全半壊戸数に対する建設型応急仮設住宅

の建設戸数の割合を算出する。そして、京都市地

域防災計画で定められている花折断層地震での全

半壊戸数の 232,000戸から建設型応急仮設住宅の

建設戸数を推計する。 

次に、京都市は、災害の規模に応じて市内の運

動施設や元小中学校、公園を仮設住宅の建設候補

地としているが、候補地の具体名は公表されてい

ない。これらの候補地を京都市の公有地に関する

資料から推測し、それぞれの場所の土砂災害・津

波・洪水・高潮などの災害リスクの有無について、

重ねるハザードマップ（GSI）を用いて分析を行う。 

 

３． 調査結果 

過去の災害での、全半壊戸数に対する建設型仮

設住宅の割合を求めた結果が表１の通りである。 

表 1を確認すると、過去の災害における全半壊戸 

 
表１ 過去の災害における全半壊戸数に対する建設型

仮設住宅の割合（小数第２位以下は四捨五入） 

地震名 全半壊 

戸数 

建設型 

仮設住宅戸数 

割合 

阪神・淡路大震災 249,180 48,300 19.4％ 

東日本大震災 400,101 53,194 13.3％ 

熊本地震 42,192 4,303 10.2％ 

令和 6 年能登半島

地震 
30,229 6,882 22.8％ 



表２ 京都市の応急仮設住宅必要戸数と過不足数の推計 

地震名 必要戸数 想定戸数 過不足 
熊本地震(10.2％) 23,664 10,000 -13,664 

東日本大震災(13.3％) 30,856 10,000 -20,856 

阪神・淡路大震災

(19.4％) 

45,008 10,000 -35,008 

令和６年能登半島地震

(22.8％) 

52,896 10,000 -42,896 

 

数に対する建設型仮設住宅の割合は、最小値で熊

本地震の 10.2％、最大値で令和６年能登半島地震

の 22.8％という結果となった。 

次に、京都市の地域防災計画において想定され

ている全半壊戸数を基に、表１の各災害の建設型

応急仮設住宅の割合をから、京都市における応急

仮設住宅の充足度を算出した（表 2）。 

また、京都市が公表している公有地に関する資

料をもとに、応急仮設住宅の建設候補地と推測で

きる場所における災害リスクの有無を確認した。

災害リスク区域内に位置していると判別できた候

補地は 744箇所で、全体の 76.78%だった。一方で

重ね合わせたハザードマップ上でいずれの災害リ

スクにも該当しないことが確認された候補地は

225箇所で、全体の 23.22%であった。 

 

図 1 京都市における仮設住宅の必要数・想定数・過不足

数の関係（熊本地震の割合から推計） 

 

図 1は熊本地震の割合を用いて場合の京都市に

おける仮設住宅の必要戸数と総戸数及び、建設候

補地の危険区域割合を示している。 

最小値である熊本地震の基準の割合を用いても、

13,664戸不足する上、想定戸数の 76.78%が災害に

よるリスクがある区域であるため、応急仮設住宅

の建設候補地を十分に確保することは困難である

と言える。 

 

４．提案 

本研究の結果から、京都市内において応急仮設

住宅の必要戸数に対して候補地が不足している現

状と、多くの建設候補地においても災害からの安

全が保障されていないことが明らかとなった。京

都市のように、当該自治体内で建設型応急仮設住

宅の想定戸数に見合う候補地が提供できない場

合、他自治体との連携が必要であると考えられる

ため、他自治体と連携した広域避難に関する提案

を行う。 

広域避難とは被災地外への避難や受け入れを担

うものであり、発災後の生活再建を支えている。 

朝日新聞（2016)が行った調査によると、東日

本大震災時に広域避難を行った被災者は、避難先

の選定理由として、親類や知人の存在、地縁など

の理由が多かった。 

そこで、各個人もしくは世帯が被災時に広域避

難先として選択したい自治体と事前に契約を結ぶ

ことにより、被災時に速やかに避難先の自治体か

ら支援を受けることができる「広域避難先事前選

択制度」を提案する。 

支援内容としては、まず住まいの確保として、

避難先の自治体が所有する公営住宅の空き部屋の

支給を行う。更に、先程と同じ朝日新聞の調査に

おいて、広域避難時に被災者が困ったこととし

て、健康や生活資金、就業などを多く挙げていた

ことを踏まえ、就業支援や生活資金の補助、かか

りつけの病院の紹介などを行う。これに加え、過

去の災害において広域避難が長期化していること

も踏まえ、被災者と避難先の自治体とが定期的に

面談等を行い、行政が行う既存の各種支援などの

紹介、活用を行うことも必要であると考える。 

そして、あくまで広域避難は避難であり、最終的

には元に居住していた自治体に戻ることが理想的

である。そのため、避難先の自治体にいる被災者

に対して、被災地に当たる自治体は、住宅再建等

に関する各種支援などの情報提供を行うことが不

可欠であると言える。 

この制度により、被災者は自らが事前に選択し

た自治体に避難することが可能となるため、避難

後の心理的負担などが従来と比較し、軽度になる

と考えられる。また、自らが避難先を選択できる

ことにより、避難後の心配等が減少し、広域避難

を選択する人が増加すると考えるため、仮設住宅

の不足に対して、広域避難によって補うことが可

能となると考える。 
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